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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
半導体装置を形成するための方法であって、
　基板上に半導体装置電極構造を形成すること、
　第１の接点を形成することを備え、
　前記第１の接点を形成することは、
　　前記半導体装置電極構造の第１の部分を除去して第１の開口部を形成することであっ
て、前記第１の開口部は、前記半導体装置電極構造の側壁によって形成され、かつ前記第
１の開口部は、前記半導体装置電極構造の頂部から前記基板にまで延在している、前記第
１の開口部を形成すること、
　　前記第１の開口部内に接点材料を形成することを含み、
　前記第１の接点は前記半導体装置電極構造に電気的に結合される、方法。
【請求項２】
前記半導体装置電極構造が第１の電流電極領域を含み、前記第１の接点が前記第１の電流
電極領域に電気的に結合される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
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前記第１の電流電極領域が半導体構造の一部であり、前記半導体構造が、
　第２の電流電極領域と、
　前記第１の電流電極領域と前記第２の電流電極領域との間で前記半導体構造内に配置さ
れ、前記半導体構造のフィン構造内に位置するチャネル領域とを含み、前記チャネル領域
でのキャリア輸送が前記第１の電流電極領域と前記第２の電流電極領域の間で水平方向に
行われる、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
前記フィン構造が前記半導体構造の前記第１の構造と前記半導体構造の前記第２の構造と
の間で水平に延在し、前記第１の電流電極領域の少なくとも一部が前記第１の構造内に配
置され、前記第２の電流電極領域の少なくとも一部が前記第２の構造内に配置され、除去
された第１の部分が第１の構造の一部である、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
第２の接点を形成することであって、前記第２の電流電極領域の第２の部分を除去して、
前記半導体装置電極構造に第２の開口部を形成することを含む、前記第２の接点を形成す
ること、
　接点材料を前記第２の開口部に形成することを備え、
　前記第２の接点が前記第２の電流電極領域と電気的に結合される、請求項３に記載の方
法。
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